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赤井米吉の教育思想に関する研究ノート
─先行研究の整理を中心に─

足　立　　　淳　

はじめに

　赤井米吉（1887 〜 1974）は一般的に、1920 年代に大正デモクラシーの影響を受けて隆盛した大

正新教育運動において指導的役割を果たした教育家の一人として知られている１）。彼は 1922 年、

当時大正新教育運動のセンター的役割を果たしていた成城小学校に赴任している。米国で考案され

たダルトン・プランを日本に紹介し、その普及に努めたことで一世を風靡した。その後 1920 年代

末、大正新教育運動の系譜をひくとされる郷土教育運動に理論的指導者の一人として関わり、科学

的な社会認識を重視する立場から運動を推進した。この間自身の創設した明星学園において教育実

践にも積極的に取り組んでいる。後に詳述するように、この時期までの赤井は基本的に自由主義的

な性格をもつ教育家としてこれまで肯定的に評価されてきた。しかし、中野光によれば、そのよう

な赤井の思想も 1930 年代後半から徐々に国家主義的な性格を強めてゆき、1940 年には当時の多く

の教育家と同様「ナショナリスト」に「転向」したとされている。

　中野は、大正新教育運動が教育方法の改革にとどまり、体制を変革していく契機を含まなかった

ところにその「歴史的限界」を指摘している２）。また、堀尾輝久は教育思想史の視角から、大正時

代の教育思想は多様な「本質的違い」を含んでおり、それらの「本質的違い」が「大正末期になる

と、社会の亀裂に呼応して、この相矛盾する論理の共存が許されなくなり、一般にいわれていると

ころの、いわゆる大正自由主義教育論は終焉＝分解する」とした３）。そして、中野は大正新教育運

動の系譜をひくとされる諸所の教育運動が「その後においてファッシズムによって圧殺されたり、

体制化されたりした冷厳な事実を認めると、むしろそこには“ひ弱さ”と歴史的限界を指摘しう

る」と述べている４）。赤井が参加した大正新教育運動と郷土教育運動もまた、その歴史的意義を一

定認められつつも、内在的な脆弱性や国家権力の弾圧によって体制化されていくものとして描かれ

てきたといえる。そして、これらの教育運動の旗手の一人として捉えられてきた赤井に対する歴史

的評価もまた、このような戦前の教育運動の辿った経緯に重ね合わせてなされてきた。

　本稿では、これまでなされてきた赤井の歴史的評価を再検討する。そして戦前の教育運動におい

て中心的な役割を果した教育家の「転向」をめぐる問題点を指摘し、今後の課題を提起したい。

１．戦前の教育運動における赤井の歴史的評価

（１）大正新教育運動における赤井の位置づけ

　大正新教育運動における赤井の位置づけを語る際、「ダルトン・プランの紹介者」はもはや枕詞

になっているといっても過言ではない。ただし、ダルトン・プランの日本への導入過程を研究し
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た吉良偀によれば、ダルトン・プランを日本に初めて紹介したのは赤井ではなく、東京帝国大学の

阿部重孝とされている。阿部は 1921 年４月、雑誌　『帝国教育』　に　「ダルトン案」　としてこの教育方

法を紹介している５）。その後、当時　「欧米に赴いていた　（一九二一年から二二年にかけて）　わが国

の吉田惟孝　（熊本県立第一高等女学校長）　が注目し、帰国後　『最も新しい自学の試み、ダルトン式

教育の研究』　と題する著書を発刊することにより、また、雑誌　『小学校』　に、吉良信之が紹介した

（『小学校』　大正一一年四月号）　ことなどより、日本の教育界からもにわかに注視のまとになった」６）

という。

　阿部や吉田によるこれらの論文に加え、赤井が同年、ダルトン・プランの詳細な解説書である

“The Dalton Laboratory Plan”を『児童大学の実際』として翻訳刊行し、この教育方法が成城小

学校に取り入れられるに及んで、ダルトン・プランは広く普及することとなった。これにより、赤

井の「ダルトン・プランの紹介者」としての名声もまた、全国的なものになったと思われる。事

実、『児童大学の実際』が刊行されてから五年後の 1927 年、赤井は『日本現代教育学大系』第五巻

において、沢柳政太郎、手塚岸衛、木下竹次など、同時代の代表的な教育家たちと同列に紹介され

るまでになっている。これによれば、ダルトン・プランが日本に紹介された際、「その創始者たる

パーカスト女史の名声よりも、先づ日本にその名を走
ママ

せたのは、ダルトン案の紹介者、赤井米吉氏

であった」という。また、「ダルトン案と言えば直に氏を想い起こさせるまでに」７）なっていたとい

う記述にみられるように、当時から赤井は「ダルトン・プランの紹介者」として第一に位置づけら

れていたことがわかる。

　しかしながら中野は、ダルトン・プランという教育方法の紹介者としての、ある種のステレオタ

イプとさえいえるほどのこのような位置づけに対して、「教育界では赤井をドルトン・プランの謳

歌者のように思ったようだが、赤井自身はドルトン・プランに全面的に共鳴したのではなかった」

と述べ、赤井が当時から教育方法よりもむしろ教育内容の改良を志向していた教育家であったと評

価する。

　中野によれば、赤井は当時の教育改革についてくりひろげられた様々な主張や理論を「実行に移

す具体的方策が欠けていることを問題にしており、ドルトン・プランはアメリカの新教育の理論を

具体的な実践場面に適用しようとしている点で日本の教育運動にとって一つの参考材料になる、と

考えていた」とされる。そして、「赤井が教育改造運動の隊列の中でとくに強調したことは、教育

改造が『方法』の改良にのみとどまってはならないのであって、教育内容ないし教材のつくりなお

しにこそ教師がふみ込んでいくべきだ、ということだった」という８）。さらに、中野は、赤井が

「官製教科課程にははっきりと疑問を提出していた」こと、「教科書民間刊行論」を提唱して社会の

変化や時代の動きに合った多種多様な教科書の必要性を訴えていたこと、当時の教育界が教育方法

の研究に偏重して教材や教育内容の研究においては「浅薄と怠惰」に陥っていると批判しているこ

となどを挙げ、彼が批判的な立場から数々の積極的な提言をしている点において注目に値すると評

価している９）。
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（２）郷土教育運動への傾倒

　このような赤井の批判的な立場は、成城小学校での教育実践においても貫かれていたとされる。

「職場の同僚の研究に対しても主事の小原（国芳　─　筆者註）に対しても素直に歯に衣をきせずに

意見を述べ」10）るというような教育研究に対する赤井の厳しい姿勢は、成城小学校のなかで同僚た

ちとの軋轢を生んでいく。そして赤井は、1924 年に成城小学校を離れ、明星学園を設立する。上

述したように、赤井は 1920 年代末から 30 年代にかけて大正新教育運動の系譜を引くとされる郷土

教育運動へと傾倒しており、自身の創設した明星学園において数々の教育実践を行った。

　坂井俊樹は、郷土教育連盟の「教育実践理論の中心的担い手」の一人として赤井を位置づけ、志

垣寛の提唱した郷土教育論と赤井のそれとの比較を通して郷土教育運動における教育実践構造を分

析し、郷土教育連盟の教育運動がもっていた可能性と、その後の「運動自体が後退・分裂していく

一因」の所在を明らかにしようとしている11）。坂井は、志垣の教育理論にもとづく教育実践を「農

村展開型」、赤井の明星学園における教育実践を「都市展開型」として対比している。これは、前

者が「生産活動を自然とのかかわり（第一次生産活動）で重視する」のに対して、後者が「人間社

会の集団性や共同意識の育成という視点で重視する」立場に立つからであり、このような「社会の

学習のさせ方の違い」が、「子どもに対して如何なる社会認識を培っていくかに表われ」るためで

あるとする12）。

　以上のように整理される明星学園における郷土教育の具体的教育実践として坂井は、様々な「社

会施設」や「生産施設」を見学する「臨地学習」を挙げており、そこで志向される「社会認識と

は、〔中略〕客観的な事実分析の視点にもとづくもので」あったと述べている。坂井によれば、明

星学園の教育実践を支えた赤井の郷土教育論は、当時の郷土教育連盟における「都市問題の改善に

向かう郷土教育論こそが都市教育にとって不可欠の課題」とする主張に呼応するものであり、赤井

の教育思想に照らすと「資本主義的社会改良のための子どもの集団意識、共存意識の育成という社

会意識論となって具現化」したものであったと結論づけている13）。

　郷土教育論の文脈における坂井のこのような評価は、後述するような中野による 1935 年におけ

る赤井に対する評価と基本的にほぼ一致するものであると考えられる。

２．ナショナリストへの「転向」をめぐる問題

（１）1930 年代前半における赤井の歴史認識について

　中野は『大正自由教育の研究』において、みずからの研究課題を明確にするための先行研究のひ

とつとして 1935 年岩波書店発行の雑誌『教育』二月号に発表された赤井の論文「教授法問題史」

を挙げ、「戦前において大正自由教育の歴史的性格ならびに役割について明快な一つの「仮説的結

論」ともいうべきものをみちびき出した論文」14）と位置づけている。

　中野は、赤井がこの論文において「『自由教育』を『過去四十年の明治教育活動の最後の到達点』

と評価している」と述べる。このことから、赤井が「明治維新を封建制度を崩壊させたブルジョア
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革命」であったとみなし、さらに「かの五箇条の御誓文の内容は『日本デモクラシーの国是を明白

に掲げたもの』であったと解釈し、その国是の達成こそがその後の教育の課題であった」とする

立場にたっているとする。このような立場に立つ赤井からすれば、「明治教育もまた日本デモクラ

シー達成のための教育」であり、「それが最高潮に達したのは、政治・経済における成就期たる大

正中期、かのいわゆる自由教育運動の最高潮の時代であった」　ことになるという。このような歴史

認識にたって、「赤井は、大正末期から昭和にかけての教育は、それ以前の教育とは時期を画する

もの、「一口にいえば、社会主義的なもの、統制的なもの」　を志向しつつある、と判断した」　とされ

る。中野は、「これは当時の赤井がキリスト教的社会主義に立脚し、資本主義制度の矛盾の克服こ

そ、教育の歴史的課題である、と自覚していた立場を反映した結論でもあった」　と述べている15）。

　中野は、赤井が「教授法問題史」において到達したこの仮説的結論に対して、「たしかに明治維

新をブルジョア革命ととらえ、それ以降の教育を反封建的＝近代的教育理念の実現過程としてみる

ならば、大正自由教育は赤井のいうように明治教育の「最後のゴール」かもしれない。しかし、明

治維新は単なるブルジョア革命ではなく、その後の教育もデモクラシーの理念の実現を目標として

進展したのではない。むしろ、自由民権運動の挫折以後の教育政策はあきらかに反デモクラティッ

クな性格のものであった。また、赤井が認めようとした大正中期までの教育とそれ以後の教育との

間の『非連続』は、その後の歴史が物語ったとおり、事実とはならなかった」16）と述べ、赤井の歴

史認識の問題点を指摘している。このような指摘には、明治維新を「単なるブルジョア革命」とは

見なさない中野自身の歴史認識が反映されていると考えられる17）。このことが含む問題については

後に述べたい。

　一方で中野は、1931 年に起こった「満州事変以後からファシズムへの傾斜が急になっていく体

制にあっても」同時代の教育運動に大きな影響力を持ち赤井自身とも親交のあった小原国芳や木下

竹次らが早くから国家主義へと癒着していったのに比べ、赤井には「ナショナルな性格はすこぶる

稀薄であり、権力の意図とは別の路線を志向する民間教育運動としての郷土教育運動に自由教育の

発展を求めていた」と述べる。そして、1930 年代において赤井がこのような立場をとりえたもっ

とも重要な要因は、「彼の社会現象に対する認識の科学性」にあったと指摘する。では、中野のい

う当時の赤井が備えていた「社会現象に対する認識の科学性」とは、いかなるものだったのだろう

か。中野によれば、「赤井は、歴史的発展における現代の位置を『資本主義の行きづまり時代』と

して把握」し、「教育をめぐるさまざまな矛盾も、実はこうした資本主義社会の行きづまりとかか

わりあいがある、とする」という。さらに「赤井は、歴史の発展を『経済組織』の発展から説明

し、教育の改造が社会の改造との関係において要求されるべきである、と説く」と述べている。中

野は、赤井のこのような主張をとりあげ、「かれが、資本主義社会の諸矛盾を社会主義革命によら

ずにいわば労使協調によって克服できると考えていた」ことから、当時の「赤井の立場は、社会改

良主義ないしは修正資本主義とでもいうべきものであった」と結論づけている18）。また、中野は赤

井が推進した郷土教育論を「イラショナルな愛郷心の育成と結びつくこともなければ、盲目的な愛

国心教育に奉仕するような性格を帯びるものでは」なく、この点において「赤井の主張はしごく健
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全であり、彼が自由主義者の背骨をこの時期においては、いぜんとして失ってはいなかった」とし

ている19）。

　以上述べてきたように、中野は 1935 年までの赤井の郷土教育論を基本的に自由主義的な性格を

もつものであったと評価する。しかしながら、中野はまた、「ファシズムと戦争の危機が現実のも

のとなりつつある時代においても」　教育による　「社会改造が可能であると考えた」　赤井のこのよう

な認識には、結局　「ファシズムならびに戦争に対する危機意識」　が欠如していたと指摘している20）。

（２）国家主義への癒着

　中野によって描かれてきた赤井の思想的変遷を時代順におっていくと、1930 年代の教育界にお

いて急速に進行していった軍国主義化と、ナショナリズムの高揚していく世相のなかにあっても、

赤井は同時期の教育家たちに比して「ナショナルな性格」が稀薄であったということになる。し

かし、中野によれば、30 年代後半にはそのような赤井の思想も国家主義的な色彩を強めていき、

1940 年にはついに「将来の東西、或は世界の新秩序の中に我国が存立して行く為には、是非とも

将来の個人主義的自由主義的なものを葬らねばならない」と述べ、「自由主義との決別を主張する

に至る」のである21）。

　このような「決別」に至る経緯について、中野は前掲した『教育改革者の群像』において、以下

のように説明している。

　一九三〇年代の後半、赤井には思想的政治的に「転向」ともいうべき立場の転換があった。

一九三六（昭和一一）年、彼はイギリスにおいて開催された第七回世界新教育会議に日本の代

表として参加し、帰途インド、中国にたち寄って帰国した。赤井の眼はとりわけアジアの諸民

族が英米の植民地支配のもとで貧困と圧制に苦吟している姿に注がれた。いわゆる近代「自由

主義」の歴史の陰に身をおいたとき、国際政治における英米の動きにあいそうをつかし、ぎゃ

くにヒトラーのナチス・ドイツ、ムッソリーニのファシズム・イタリアの勃興現象に歴史の必

然を認めようとした。彼の中に潜在していたナショナリズムが急激に頭をもたげ、「国策」協力

の姿勢をとった22）。

　このような中野の記述に従うならば、赤井の「転向」の直接の契機は 1936 年６月９日に開催さ

れた第七回世界新教育会議の後に訪れたインド、中国での体験ということになろう。

　さらに中野は、赤井がこのような自らの思想的　「転向」　をどのように論理的に肯定しようとした

のかについても言及している。中野によれば、赤井は　「近世　〔＝近代〕　的世界観は、『全体的なもの

よりも、その部分、その構成分子というような方に余計に眼を注いで来ておる』　ことに特質があ

り、これは人間の歴史の発展にたしかに役割を果した」　としながらも、「現在ではその使命は終わっ

ている」　という。さらに、「自由な発展というものは、必ずしも全体の調和、全体の発達というも

のにはならない」　どころか、「各部分部分がそれぞれ独立の立場を取って他を顧みないようになり、
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全体の発達が却って阻害されるようになって来る」　と述べている。中野は、「このような社会発展

史上の矛盾を、赤井は全体主義思想によって止揚せんとした」　のであり、「ここにおいて、かれの

理論は、当時の総力戦体制を容認し、大東亜共栄圏イデオロギーと癒着」　したと述べている23）。

　しかし、中野による赤井の「転向」をめぐるこのような議論には重大な問題があると筆者は考え

る。なぜなら、赤井は上述した視察に出発する以前の 1936 年２月１日に発行された明星学園の機

関誌『ほしかげ』No.18 において、すでに「新たなるものが内から生じなければならん時になりま

した」と宣言し、「国に於ても従来屢々国民総動員が称えられました。今日もその必要を感じ、そ

れらが称えられています。蓋し従来の個人主義社会が行詰って集団主義社会の出現が待たれている

からです。我々の学園も個人主義的なものを止揚して、新しい社会の集団生活への準備を完
ママ

うしな

ければなりません」と述べているからである 24）。ここにみられる「個人主義的なもの」の「止揚」

とは、1940 年において赤井が「自由主義との決別」の際に用いた論理とまったく同じである。こ

のような論理を根拠として「自由主義との決別」とする中野の見方に従うならば、赤井は 1936 年

２月の時点ですでにはっきりと「転向」していたことになろう。このことから、これまで中野に

よって説明されてきた赤井の「転向」の時期について今後より詳細に検討していく必要性があると

考えられる。さらに、これまで中野によって赤井の「転向」の直接的契機となったとみなされてき

た体験以前に、赤井の全体主義への論理的帰結がすでにみられることから、赤井が「転向」してい

く論理的な過程についてもまた、再検討を要すると考えられる。

　中野は、この段階における赤井の教育思想について「郷土教育運動時代まで貫きえた自由主義者

としての社会認識の科学性、合理性も、この段階にいたって後退してしまっていた」としながら、

あくまで「『皇国の道』の実現」という「理想」のためにではありながらも「全体主義社会におい

ても、〔中略〕個人の創造力、およびそれを前提としての自由が必要である、と強調」している点

において、「赤井はかつての主張を全面的に否定しつくしたのではなかった」と一定の留保を試み

ている25）。

３．戦後の赤井

　戦後の赤井については、彼の喜寿記念論文集『愛と理性の教育』や彼の没後に刊行された遺稿集

『この道』などにその概略をみることができる。また、赤井は戦後も活発な執筆活動を行っており、

それらの論文や著作から彼の戦後の教育思想や政治的立場を検討することが可能であると考えられ

る。

　1940 年に「転向」したとされる赤井は、戦後の教育界においてどのような立場をとりえたので

あろうか。赤井は敗戦直後の 1945 年 12 月から、志垣寛主宰の『教育新聞』紙上で論陣を張るよう

になる。彼は戦前の教育への反省にたって「国民教育転換の方向」26）を示し、翌 46 年１月からは

「民主主義教育建設」27）を標榜した。また、『学校教育の民主化』、『民主教育問答』といった著作も

刊行しており、民主主義教育推進の指導的役割を自ら任じていたとみられる。
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　しかし、赤井はこの直後の 1946 年 11 月、戦時中の国家主義的な著作活動を理由に公職追放処

分を受けることになる。1951 年に公職追放から復帰し、北陸新聞社の社長に就任すると、赤井は

一転して民主化の「逆コース」を容認する立場から多くの論説を発表するようになった。さらに、

1956 年に制定された地方教育行政法の下で武蔵野市の教育委員に任命されている。1957 年には反

日教組の立場を明確にし、「勤務評定問題につき和歌山・三重に出張」するなど、政府の施策を積

極的に推進する立場にいたと考えられる28）。このように、赤井は一見しただけでは理解しがたい立

場へと再び転回しながら、戦後の教育界においても指導的な立場にあり続けたといえる。しかし、

このような戦後の赤井の矛盾をはらんだ行動が、どのような思想によって支えられていたのかを詳

細に明らかにする研究はこれまで全くなされていない。

終わりに

　以下では、これまで述べてきた先行研究の論点をまとめ、その問題点と今後の課題について述べ

る。

　第一に、1920 年代から 30 年代前半にかけての赤井は、ダルトン・プランの紹介・普及にとどま

らず、教育内容に関して批判的な立場から積極的な提言を行っていた点において高く評価されてき

た。さらに 1920 年代末から 1930 年代半ばにかけて郷土教育運動に傾倒した時期においても、赤

井は「修正資本主義」あるいは「社会改良主義」の立場にたって教育実践に取り組んでいたとさ

れ、基本的に自由主義的な性格をもつ教育家であったとして肯定的に評価されてきたといえる。つ

まり、このような「リベラリスト」としての赤井への評価は、主に大正新教育運動とその系譜を引

くとされる郷土教育運動の文脈においてなされてきたにすぎない。しかし、赤井は当時から家庭教

育、女子教育などを筆頭に幅広い教育問題に関心を寄せており、それらに関する様々な論文や著作

も発表している。また、中野によれば、大正新教育運動における赤井は教育方法よりも教育内容の

改良を指向していたとされるにもかかわらず、その具体的な内容はほとんど明らかにされていな

い。よって、今後はこれらの観点を含め赤井の教育思想をより総体的に把握していく必要がある。

　第二に、中野によれば、赤井は 1940 年に「転向」したとされてきた。しかし、上述した「教授

法問題史」が発表された 1935 年当時における赤井は、「明治教育」が希求した「日本デモクラシー」

が大正中期には「達成されると共に既に過去的なものになって」いると認識しており、その後の

「昭和維新」においては「社会主義的、統制的なもの」が追求されるようになっていると考えてい

た29）。赤井がこれらの言葉をいかなる意味で用いているのか検討する必要があるものの、少なくと

も、赤井にとって「社会主義的、統制的なもの」の出現は歴史的発展の必然的帰結として捉えられ

ていたといえよう。従って、その後の赤井の思想的変遷を安易に「転向」であると捉える中野の評

価は、必ずしも妥当ではないと考えられる。このような中野による評価に含まれる誤謬は、明治維

新を絶対主義国家の成立とみなし、戦前における教育運動をそれとの対抗関係において捉える外在

的な視角によって赤井を評価しようとしたことに起因すると思われる。筆者は、赤井の教育思想が
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いかなる点で体制に寄り添っていく可能性を秘めていたのかという観点から検討していく必要があ

ると考える。

　第三に、戦後の赤井に対する歴史的評価は、以下に述べる中野の評価を除けば、これまで全くと

いってよいほどなされてこなかった。中野は、敗戦直後の赤井について「リベラリストとしての自

己を回復しようとしながらも、ナショナリストにとどまっていた」30）のではないかと述べている。

しかし、中野の評価においては、「リベラリスト」「ナショナリスト」という言葉をいかなる意味で

用いているのかが明確でない。また、そもそも筆者は赤井の教育思想をこのような二元的な見方で

評価していくことは妥当でないと考える。赤井が戦後の教育界においても、政府の政策を推進する

指導的な立場にありつづけたことはすでに述べた。ところが、晩年の赤井が 1971 年に中野に送っ

た私信のなかには、「『中教審のものすべてぶちこわしてほしい』と書かれてある」という。中野が

赤井に直接「その意をたずねたところ、『あの答申には科学的研究がないじゃないか。教育改革は

思いつきや政治的立場からしてはいかん』といいきった」という31）。このような戦後の赤井の矛 

盾をはらんだ行動は、安易に「転向」とする見方によってではなく、戦前戦後を通じて彼の思想 

に通底したものに注目することによって説明されうると考えられる。このことは今後の課題であ

る。

　赤井の教育思想を総体的に明らかにするためには、戦前の教育運動の多様な思想的背景の中に位

置づけなおす必要がある。また、赤井が国家権力による統制と弾圧が激しくなっていく時代状況の

なかでどのような立場をとり得たのか、また、とらざるを得なかったのかを事実に即して詳細に明

らかにする必要がある。このような作業は、とりもなおさず戦前の教育運動がいかなる過程を経て

国家権力に体制化されていったのか、その実相を詳細に明らかにすることに資すると考えられる。

また、戦前の教育運動において指導的役割を果たし、自由主義的な性格を備えていたと評価されて

きた赤井が、戦後保守陣営へと寄り添っていった理由を具体的な事実に即して明らかにすること

は、戦後の日本の教育界が抱えていた問題を照射することにもつながると考えられる。

〔注〕

01）	 中野光によれば、「大正自由教育」とは「主として大正期において〔中略〕子どもの自発性・

個性を尊重しようとした自由主義的な教育であり、そうした立場からの教育改造が一つの運動
0 0

として展開されたことから、それは、しばしば大正自由教育＝新教育運動とも呼ばれているも

のである」（中野　光『大正自由教育の研究』黎明書房、1968 年、10 ページ）とされる（傍点

は原文のまま）。これらの教育運動は、当時から一般的に「大正自由教育」と呼ばれていた。

このような呼称は、1922 年に大日本学術協会主催の「八大教育主張」という講習研究会にお

いて手塚岸衛が主張した「自由教育論」という講演の題名によっているといわれている。しか

し、大正デモクラシーの潮流のなかで盛り上がった教育諸運動の中心理念や主義主張が多様で

あったことを考慮にいれると、「大正自由教育」という呼称が必ずしも当時の教育運動全体を

的確に表現しているとはいえない。むしろ、20 世紀初頭に起こった世界的な新教育運動の日
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本におけるあらわれとしてこれをとらえ、筆者自身が上述したような大正期の教育運動を総称

して述べる場合には「大正新教育運動」と呼ぶことにしたい。

02）	 中野　光『大正自由教育の研究』黎明書房、1968 年。
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09）	 前掲『大正自由教育の研究』243 ページ。

10）	 前掲『教育改革者の群像』106 ページ。
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